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土地、建物取得の際の登録免許税の扱い 

 

登録免許税法第４条第２項に、同法別表第３に掲げる登記等については、財務省令で定める

書類を添付した場合、登録免許税は課さないと明示されています。 

別表第３の１０号の社会福祉法人の欄には、「１．社会福祉法第２条第１項（定義）に規定す

る社会福祉事業の用に供する建物の所有権の取得登記又は当該事業の用に供する土地の権利の

取得登記」とあり、この規定から、第一種社会福祉事業および第二種社会福祉事業ともに適用

されることとなります。 

財務省令で定める書類とは、上記適用範囲の要件に該当する旨の都道府県知事の証明書です。 

法人から下記の書類による証明依頼があり、要件に該当することが認められたものについて、

証明書を発行いたします。 

 

不動産使用証明願書を郵送で提出する場合は添付資料を含め、２セット提出してくだ

さい。１セットは公印を押してお返しします。（データでの提出も可。） 

手続きには、一週間程度かかります。なお、手続き完了後、手数料（令和８年度現在

４００円）をお支払いください。 

 

土地登記時 

○ 不動産使用証明願書（様式） 

○ 添付資料  １ 法人登記事項証明書（写しで可） 

２ 土地登記事項証明書（写しで可） 

３ 公図（該当箇所をマーキングしたもの）（写しで可） 

 ４ 配置図    

５ 平面図     

６ 土地売買（賃貸借）契約書（写し） 

 

建物登記時 

○ 不動産使用証明願書（様式） 

○ 添付資料  １ 法人登記事項証明書（写しで可）  

        ２ 建物登記事項証明書（表示登記）（写しで可） 

３ 求積表（表示登記時に土地家屋調査士が作成したもの） 

 （写しで可） 

 ４ 案内図   

 ５ 配置図   

 ６ 平面図   

※ 設置認可申請時に保存登記が完了した建物登記簿謄本が必要になるため、登録免許税  

の減免を希望する法人は、表題登記完了後、速やかに申請を行うこと。 
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①不動産使用証明願書の記載例（土地登記時用） 

 ・土地登記簿謄本からの誤転記に気をつけること。 

  《登記簿謄本》１００番２  誤った転記⇒《証明願》（×）百―２  

     数字や表記は、そのまま転記すること。    （○）１００番２ 

 記載例   
  年  月  日 

 東京都知事 殿 

（申請者）所在地           

法人名           

代表者             

 

登 録 免 許 税 法 別 表 第 ３ の １ ０ の 項 の  

第 ３ 欄 の 第 １ 号 に 掲 げ る 登 記 に 係 る 証 明 願  

 

 登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、下記の不動産に係る登

記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該当することについて、同法施行規則第３条第１号の規

定により証明願います。 

証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
不
動
産 

所在 
地番又は 

家屋番号 

地目又は 

建物の種 

類・構造 

地積又は 

床面積 
具体的用途 

 

 

○○区 

△△□丁目 

 

 

○○番△ 宅地 ○○.○㎡ 【第一種社会福祉事業】 

・特別養護老人ホーム 

【第二種社会福祉事業】 

・老人短期入所事業 

・老人デイサービスセンター 

【公益事業】 

・居宅介護支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

○○番△ 宅地 ○○.○㎡ 

○○番△ 宅地 ○○.○㎡ 

○○番△ 宅地 ○○.○㎡ 

   

 上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該当することを証明し

ます。 

 

     福祉高施第    号 

令和  年  月  日 

東京都知事 

 

 

①土地登記簿謄本の「所在」、「地

番」、「地目」、「地積」をそのまま

記入すること。 

 

②筆ごとに記載すること。 

実施する全事業を記載す
ること。 
（第一種・第二種社会福祉
事業、公益事業の区分が分
かるように） 
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②不動産使用証明願書の記載例（建物登記時用） 

 

 記載例   

年  月  日 

 東京都知事 殿 

（申請者）所在地           

法人名           

代表者             

 

登 録 免 許 税 法 別 表 第 ３ の １ ０ の 項 の  

第 ３ 欄 の 第 １ 号 に 掲 げ る 登 記 に 係 る 証 明 願  

 

 登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、下記の不動産に係る登

記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該当することについて、同法施行規則第３条第１号の規

定により証明願います。 

証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
不
動
産 

所在 
地番又は 

家屋番号 

地目又は 

建物の種 

類・構造 

地積又は 

床面積 
具体的用途 

 

 

 

○○区 

△△□丁目 

××番地 

 

 

 

○○番の△ 

 

 

老人ホーム 

・鉄筋コンクリ

ート造陸屋根○

階建 

 

１階 

○○.○㎡ 

２階 

○○.○㎡ 

３階 

○○.○㎡ 

４階 

○○.○㎡ 

【第一種社会福祉事業】 

・特別養護老人ホーム 

○○.○㎡ 

【第二種社会福祉事業】 

・老人短期入所事業 

○○.○㎡ 

・老人デイサービスセンター 

○○・○㎡ 

【公益事業】 

・居宅介護支援事業 

○○・○㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該当することを証明し

ます。 

 

     福祉高施第    号 

令和  年  月  日 

東京都知事 

 

 

建物登記簿謄本の「所在」、「家屋

番号」、「種類・構造」、「床面積」

をそのまま記入すること。 実施する全事業を記載すること。 
（第一種・第二種社会福祉事業、
公益事業の区分が分かるように） 
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【様式】不動産使用証明願書（土地） 

                          年  月  日 

 東京都知事 殿 

（申請者）所在地 

法人名 

代表者         

 

登 録 免 許 税 法 別 表 第 ３ の １ ０ の 項 の  

第３欄の第１号に掲げる登記に係る証明願  

 

 登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるた

め、下記の不動産に係る登記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該

当することについて、同法施行規則第３条第１号の規定により証明願います。 

 

証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
不
動
産 

所在 
地番又は 

家屋番号 

地目又は

建物の種

類・構造 

地積又は

床面積 
具体的用途 

 

   

 

 

 上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第１

号に該当することを証明します。 

 

     福祉高施第     号 

令和  年  月  日 

東京都知事  
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【様式】不動産使用証明願書（建物） 

                          年  月  日 

 東京都知事 殿 

（申請者）所在地 

法人名 

代表者         

 

登 録 免 許 税 法 別 表 第 ３ の １ ０ の 項 の  

第３欄の第１号に掲げる登記に係る証明願  

 

 登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるた

め、下記の不動産に係る登記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該当

することについて、同法施行規則第３条第１号の規定により証明願います。 

 

証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
不
動
産 

所在 
地番又は 

家屋番号 

地目又は

建物の種

類・構造 

地積又は床面

積 
具体的用途 

     

 

 上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第１号

に該当することを証明します。 

 

     福祉高施第    号 

令和  年  月  日 

東京都知事  
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